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均および 95%信頼区間を求めた。その結果、 0'"'"'17 歳の先天性両側高度難聴児数は、 2001 年で 16， 946 名(中央値:
16，950、 95%信頼区間: 17， 184、 16， 707) 、 2050 年には少子化に伴って 9，928 名(中央値: 9，932 、 95%信頼区間:
10，070、 9 ， 787) と推計された。
1.2 小児人工内耳の年間装用者数の推計
1991 年から小児 (0 '"'"'17 歳)人工内耳装用者数の報告はあるが、保険適応となった 1994 年から急に増加してい
る。本研究では 1994'"'"'2003 年の推移報告に 1'"'"'2 次の回帰式をあてはめ、もっとも当てはまりのよい回帰式により
試算した。なお、本研究において「年間装用者数」は、年間手術件数と同義で用いている。その結果、 2 次式の当て
はまりがよく、以下の式が得られた (R2=0.976) 。
y= 1.94 7(x-1993)2-3.002(x-1993) +4.033 
1.3 小児人工内耳の装用者数の推計
総装用者における小児 (0 '"'"'17 歳)の占める割合を把握するため、 1986'"'"'2000 年までは報告値、 2001 '"'"'2050 年
は1.2 で求めた推計式により求めた値を累積し、各年の小児装用者数を算出した。その結果、 2010 年には 4，016 人と
なった。
1.4 人工内耳装用者における小児の占める割合の検討
人工内耳の年間総装用者数については、 1986'"'"'2003 年の年間総装用者数(小児と成人)報告を用いて1.2 と同じ
方法により回帰分析を行った。その結果、 2 次式の当てはまりがよく、以下の推定式が得られた (R2=0.963) 。
y= 1.492(x-1985)2+ 1.389(x-1985)-8.868 
さらに1.3 と同様に 1986'"'"'2000 年までは報告値、 2001 '"'"'2050 年は上記推定式により求めた値を累積し、各年の総
装用者数を算出し、1.3 で、求めた小児装用者数を除すことにより人工内耳装用者における小児の占める割合を推定し
た。その結果、 2012 年には 51.3% と小児装用者が半数を超えることが予測された。
1.5 小児人工内耳の適応者数の将来推計
先天性高度難聴児数と装用者数より小児人工内耳適応者数を推計できるとした。すなわち、1.1 で求めた先天性両
側高度難聴児数から1.3 で求めた小児装用者数を減じると、 2020 年にピークを迎えた後は先天性両側高度難聴児の出
生数程度まで減少し、それ以降は、ほぼその値で推移すると考えられる。日本将来推計人口の出生数(中位推計)を
用いて、1. 1 と同じ方法、シミュレーションにより先天性両側高度難聴児の出生数を試算した結果、先天性両側高度
難聴児出生数は 2020 年で 686 名(中央値: 686、 95%信頼区間: 696、 677) 、 2050 年には 499 名(中央値: 500、











方法論を検討した。 2001 年の 18 歳未満の聴覚・言語障害児数報告値(推計)は在宅者 15.200 人、そのうち人工内
耳の対象となる 2 級 (100 dB) 以上は 7.200 人(厚生労働省:身体障害児・者実態調査)である。本推計値と比較す
ると報告値は少なく、言語習得前の人工内耳適応者の把握には、今後臨床疫学的なデータの蓄積が望まれる。
2002 年現在、小児人工内耳手術者数は、約 200 人/年(患者会 ACITA) と少数である。予測された小児装用者割合
























れ、 2020 年 686 人 (95%信頼区間 696、 677) 、 2050 年 499 人 (95%信頼区間 506、 492) と推計された。
療養経過シナリオは、治療に伴う生活障害を時間軸に沿って明示したもので、研究者らが開発した分析方法である。
小児人工内耳装用者については言語聴覚士、教育関係者を含む多職種と患者家族において情報共有が必要であり、上
記推計のような装用者数の増加を可能とするためには対応しうる人的・社会的資源の育成が必須であることを示した。
本研究は今後の小児人工内耳装用者について新たな知見を提供し社会的にも貢献度の高いもので、学位に値すると
言忍める。
??9
“ 
?
